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総務文教常任委員長報告 

（Ｈ２７．６．２５） 

 総務文教常任委員会に付託されました議案について、審査の経過概要と結

果を報告いたします。 

  

まず、報告第１号、亀岡市税条例等の一部改正については、地方税法等の  

一部改正に伴うものであり、地方自治法第１７９条の規定に基づき専決処分

されたものであります。 

その主な改正内容は、法人市民税均等割の税率適用区分である資本金等の

額を見直す法人税改革に伴い、所要の規定整備を図ること、土地に係る固定

資産税の負担調整措置の現行の仕組みを平成２９年度まで３年延長すること、

また、原動機付自転車、二輪車及び小型特殊自動車に係る軽自動車税の増額

改定時期を、平成２８年４月１日まで１年間延期すること 等の改正を行っ

たものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって承認すべきもの

と決定しました。 

 次に、第１号議案、平成２７年度亀岡市一般会計補正予算（第１号）    

所管分について、その主な内容は、 

教育費では、国の補助内示を受けて、川東小学校・高田中学校屋外運動場

改修工事及び小学校校舎解体など、平成２７年度から平成２８年度までの２

ケ年の継続費５億５，２００万円を設定し実施することとして、小・中学校
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建設事業費に本年度分２億４，３００万円を計上するものであります。 

また、医王谷 野球場グラウンドの改修経費については、独立行政法人 日

本スポーツ振興センターのスポーツ振興くじ助成金の交付決定を受けて、所

要の経費を計上するものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもっ

て原案可決すべきものと決定しました。 

 次に、第２号議案、亀岡市税条例等の一部改正については、地方税法等の

一部改正に伴い、個人市民税における住宅ローン減税措置の対象期間を、平

成３１年６月３０日まで延長すること、新築のサービス付き高齢者向け住宅

に係る固定資産税の減額措置を創設すること、また、平成２７年４月１日か

ら平成２８年３月３１日までに新規取得した三輪以上の軽自動車で、排出ガ

ス性能及び燃料性能の優れた環境負荷の小さいものについて、平成２８年度

分の軽自動車税の税率を軽減すること 等の改正をしようとするものであり、

別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決定しま

した。 

次に、第３号議案、亀岡市個人情報保護条例の一部改正については、行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行

に伴い、特定個人情報の利用及び提供等に関し、必要な事項を定めようとす

るものであります。 

採決に先立ち行った討論では、「特定個人情報」保護の観点から、その取扱
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いに係る内規等、所要の規定整備が先にされるべきとの反対討論、当該法律

の施行に伴い、「特定個人情報」の定義等、所要の規定整備を行うものであり、

必要な条例改正であるとの賛成討論がなされました。 

採決の結果は、多数をもって原案可決すべきものと決定しました。 

 次に、第７号議案、財産の取得についての議決の一部変更については、平

成２６年第１回亀岡市議会臨時会において議決された京都・亀岡保津川公園

及び市道保津宇津根並河線外１線道路改良事業用地の取得について、新たに

仮契約をいただいた地権者から用地を取得することにより、議決された内容

の一部を変更しようとするものであります。 

採決に先立ち行った討論では、現在の場所でのスタジアム建設に反対の立

場からの反対討論、また、現在、建設が進められているスタジアムは、今後

の亀岡にとって、どうしても必要な施設であり、そのための土地取得である

との賛成討論がなされました。 

採決の結果は、多数をもって原案可決すべきものと決定しました。 

 なお、第３号議案については、特定個人情報の取扱い等に係る内容である

ことから、今後、市民への周知を徹底されるよう要望するものであります。 

 

 以上、簡単でありますが、本委員会の報告といたします。 
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